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平成 22年度 第 5回 診療報酬調査専門組織 =DPC評 価分科会
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地域医療指数について

平成 21年度調査の追加集計 (案 )

平成 22年度特別調査 (案 )
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○

地域医療指数について

平成 22年 7月 30日 に告示 された地域医療係数について、係数設定の基礎
となった地域医療指数及びその内訳は別添の通 り。

【参考1

0 地域医療指数 = 〔以下の各項目の総ポイント数〕(0～ 7ポイント)
① 脳卒中地域連携
地域連携診療計画管理料、地域連携診療計画退院時指導料 Iま たは地

j成連携診療計
1 画退院時指導料Ⅱの届出を4月 14日 までに行つている (大腿偶.頸部骨折に係る届出

のみの場合を除く)。

② がん地域連携
がん治療連携計画策定メロまたはがん治療連携指導料の届出を 4月 14日 までに行つ

ている。

③ 地域がん登録
所在する都道府県の地域がん登録事務局 (都道府県の委託事業者を含む)に対して、

過去 1年間 (平成 21年 4月 ～平成 22年 3月 )の間にデータの提出を行っている。

④ 救急医療
医療計画上定められている二次救急医療機関であつて病院群輪番制への参加施設、

拠点型又は共同利用型の施設、若しくは救急救命センターの指定を受けている。

⑤ 災害時における医療
DMAT(災 害派遣医療チーム)の指定を受けている (少なくとも厚生労lDl省 の指
定研修を受講したチームが存在している)。

⑥ 全き地の医療
へき地医療拠点病院の指定又は社会医療法人認可におけるへき地医療の要件を満

たしている。

⑦ 周産期医療
総合周産期母子医療センター又は地域周産期母子医療センタこの指定を受けてい

る。

※①②は「当該点数を算定していること」で評価する、とされているが、機能評価係数Ⅱ

が平成 22年改定で新設されたため、今回は届出を4月 14日 までに行っていることで評価
を行つた。

◎



(男 1添 )

(参考)地域医療係数の分布

N。 1                 施設名

嘲前

東京医11歯 科大学医学部附鷹病院

に皇大学病院

地域医療指数 地域医療係数 該当施設数

0 0 0000

1 0 0011

0 0023 406

3 0 0034

4 0 0046

5 0 0057

6 0 0068

7 0 0080 5
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,   平成 21年度調査の追加集計 (案 )

○ 平成21年度調査報告については、先般 (平成22年 6月 30日 )、 病院別の状況や診断群分類別の状況等について集計
結果を報告したところ。

○  今回、DPC制度導入影響の評価を目的として、更に以下のような追加集計を行 うこととする。

1新たな病院類型等によるクロス (再)隼計

● 病院の特性等による違いを評価するため、以下のような施設類型等により階層化した再集計を行 う。

番 号 類型 具体的な分類 集計項目

病床規模 100床未満、 100～ 199床 、200-299床 、300-Ψ 399

床 、 400～499床、 500床以上

平均在院日数、救急車搬送数・率、緊急入院数・率、

再入院率、再転棟率 (但 し 12病床構成のみ)、

退院時転帰、退院先、紹介率

病床構成 DPC算 定病床比率 (60%未満、60～ 80%未満、80
～ 100%未満、 100%)

13 診療機能等 総合病院、専門病院、がん専門病院、特定機能病院、

地域医療支援病院、大学病院、がん拠点病院、社会

医療法人

1‐ 4 年齢階級 15歳以下、16～49歳 、50～ 64歳 、65～74歳、75

歳以上



番 号 指標 評価の視点

2‐ 1‐ 1 再入院率×再転棟率 ○再入院率と再転棟率との間で相関があるか。

21‐ 2 退院時転帰×再入院率 (ク ロス集計) ○退院時転帰が再入院率に影響しているか。

2‐ 1‐ 3 退院先×再入院率 (ク ロス集計) ○退院先が再入院率に影響してぃるか。

0 以下のような視点に基づくクロス (再)集計等を行 う。

(1)診療内容の変化

(2)診療プロセスの変化

平成 22年度特別調査 (案 )

○ 平成 22年度の特別調査は以下のような内容について実施する。

l DPC制度導入影響の評価         ‐

(1) 診療内容の変化

診 調 組  D-3
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番 号 指標 評価の視点 備 考

3‐ 1‐ 1 再入院率 。再転棟率

及びその理由 (目 的 )

○包括評価導入により診療の質が低下していないか。

○再入院の増加理由について、同一疾患や続発症によ

る場合と化学療法等の目的の場合等、再入院の理由

(目 的)を更に評価。

調査票については今後、更

に検討

※ これまで指摘された施設特性に応じた再入院率の分析等は平成 21年度追加分析で実施する新たな施設類型 (診調組 D2)の
適用により対応。

(2)診療プロセス・診療体制の変化
番号 指標 評価の視点 備考

31‐2 外来における化学療法、放射線

療法、短期滞在手術の実施状況

(入院実施と合わせた分析・集

言十)

○再入院による化学療法・放射線療法が、外来での実

施を抑制していないか。

○化学療法・放射線療法・短期滞在手術の入院での実

施と外来での実施について、地域や施設特性による

違いはないか。

指標 評価の視点 備考

2‐ 2‐ 1 病床稼働率 ○病床稼働率に施設特性や患者構成の影響はないか。

1の新た

な類型も

適用

2‐ 2‐ 2 後発医薬品採用率 (金額ベース) ○包括評価により後発医薬品の普及が促進されたか。

2‐ 2‐ 3

2-2‐ 5

化学療法、放射線療法、手術の実施

①実施件数/実施率の経年変化
②入院期間 (手術の場合は術前入院

日数・術後の入院日数)の経年変
化

③件数/実施率の高いプロトコル/
術式の内訳と経年変化

○予期された再入院で多数を占める化学療法・放射線療法

の実態はどのように変化しているか。

○入院件数の拡大に合わせて手術等の必要とされている

治療の実施が拡大しているか。

○実施されている術式やプロトコル等が技術革新を反映

しているか。

2-2‐ 6 医療従事者あたりの労働量 (入院件

数、手術数等)の調査
○医療従事者の業務負担は増えているのではないか。



2 機能評価係数Ⅱを含めた診療報BIH評価の在り方に関する調査

○ これ らについては、今後の中医協 (基本問題小委員会及び DPC評価分科会)での検討結果を踏まえ、改めて実施する。

(1)機能評価係数Ⅱ

番 号 調査項 目 調査の視点

3-21 ljl能評価係数Ⅱ (6項 目)に関する調

査

○機能評価係数Ⅱ (6項 目)の評価は妥当か (例 :外来救急医療機能も含め
た医療機関の救急医療機能の評価など)。

○機能評価係数Ⅱの導入による行動変容等の影響は適切か。

3-2-2 今後更に導入を検討すべき事項に関

する調査

(通常調査で得られないデータがあれば必要に応じて今後調査。)

(2)算定ル‐ルの妥当性に関する調査

番号 調査項 目 評価の視点

3‐ 2-3 診断群分類の妥当性 〇現行の診断群分類の設定は妥当か。

3-2‐ 4 包括範囲の妥当性 ○包括範囲の設定は妥当か (特に高額薬剤の取扱い)


